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世界で急速に進む電気自動車（EV）*化

ガソリン自動車など世界の内燃機関（ICE）車の販売台数は、新型コロナ感染拡大を受けた需要減や
供給網混乱の長期化に伴う生産減により2017年の約9,000万台をピークに減少し、2024年は約
8,600万台とピークの9割程度で推移している。一方で、EV販売台数は2020年の約290万台から
2024年には約1,700万台超と約5倍に急拡大し、EV比率**は同期間に約4％から約20%に上昇。

販売補助金や税優遇を通じてEV化が進むタイ・インドネシア

タイでは自動車ローン審査の厳格化などから自動車販売台数は減少しているが、EV比率は急上昇し
ており、2022年の約2.4%から2024年には約12.0%と、米国の約9.6%よりも高くなっている。タ
イはEV普及を支援するため、「EV3.0（2022～24年）」、「EV3.5（2024～27年）」の下で販売
補助金の交付や、輸入するバッテリー式電気自動車（BEV）にかかる物品税や輸入関税率の減免措
置を設けている。これらの普及支援に加え、EV製造のハブとなるべく前述のBEV販売補助金などの
恩恵を受けるメーカーに対して、国内での一定台数以上のBEV製造を義務付けている。2022年に始
まったEV3.0では、補助金を受けた企業に対し、2024年までは前年に輸入したBEV台数と同数を、
2025年には同1.5倍のBEVをタイ国内で製造するよう義務付けた。2024年から始まったEV3.5では
さらに国内製造の条件が厳しくなり、2026年までに生産を開始する場合は輸入・販売した台数の2
倍以上を、2027年に生産を開始する場合は同3倍以上の国内製造を義務付けている。

インドネシアでは政策金利の上昇とともに自動車ローン金利も上昇、タイと同様に自動車販売台数
は減少している。一方、EV比率は上昇しており、2022年の約1.0%から2024年には約5.0%となっ
た。BEVの促進策として、2023年には付加価値税の優遇措置を発表、2024年には輸入税・奢侈税
の減免措置を発表した。この減免には、新たにインドネシア国内で生産設備を建設しBEV生産を予
定、またはICE車生産設備のBEV生産設備への転換を予定している企業に対して、2026年1月までに
BEVの商業生産の準備を完了させることを条件としている。インドネシアはリチウムイオンバッテ
リーの正極材として需要が増加しているニッケルの生産・製錬シェアが世界第一位で、バッテリー
をはじめとするEV関連機器の生産拠点としての地位を確立し、投資を呼び込みたい考えがある。

影響力を高める中国メーカー

タイではEVの販売補助金を背景に中国メーカーの進出が拡大、EV販売全体に占める中国メーカーの
シェアは2024年には約80％に及ぶ。EV3.0とEV3.5で補助金を受ける場合にはタイ国内での製造が
必須であることから、中国メーカーによるBEV工場や、バッテリー関連工場が相次ぎ稼働を開始。

インドネシアでは欧州メーカーや韓国メーカーの販売台数増加により、中国メーカーのEVシェアは
2023年には約40％と前年の約80％から大幅に落ち込んだものの、2024年にはBYDの新規参入など
があり同比率は約90％まで上昇した。輸入税などの減免措置を受けるには国内でのBEV製造に関連
する諸条件を満たす必要があり、タイ同様中国メーカーによる生産設備の整備が進んでいる。

今後の注目点

タイ、インドネシアともに充電インフラの拡充が進んでいないことから、今後、EV販売台数が伸び
悩む可能性がある。一方で、中国メーカーを中心に多くのメーカーが両国内での製造台数を増加さ
せているため、両国とも東南アジアでのEV生産ハブになる公算が大きい。他方、既存のICE車関連
の製造業は苦境に陥るなど自動車産業の構造の変化に注目。

*国際エネルギー機関（IEA）に従い、EVをバッテリー式電気自動車（BEV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、燃料電池車（FCEV）の総
称とする。

**EV比率＝EV販売台数÷自動車販売台数全体

タイとインドネシアにおける電気自動車（EV）市場の動向
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（執筆者プロフィール）
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